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Ⅰ 総務部幹部職員名簿 （令和４年４月１日現在）

わたなべ よしのり

総 務 部 長 渡 辺 善 敬

よこやま な お き

危機管理統括監 横 山 直 樹

こ ま き なおひろ

総務部次長（総務・市町村担当） 小 牧 直 裕
（兼）自治学院長

こ だ ま のりあき

総務部次長（財務担当） 児 玉 憲 明

ま つ の よしなお

危機管理局長兼危機管理課長 松 野 義 直

課 名 課 長 等 課長補佐等

わたなべ せ つ こ か ま だ た だ し

総 務 課 課 長 渡 邉 世津子 課長補佐 鎌 田 正

かわばた としひこ きたぞの たけひこ

人 事 課 課 長 川 畑 敏 彦 課長補佐(総括) 北 薗 武 彦

行 政 改 革 い き 課長補佐 はしくら あつひさ

推 進 室 長 壱 岐 さおり (労務担当) 橋 倉 篤 寿

こうづま かつあき 副参事兼 い と う ひ ろ し

財 政 課 課 長 高 妻 克 明 課長補佐 伊 東 浩

か し ま ひろとし したむら まさひこ

財産総合管理課 課 長 鹿 島 寛 俊 課長補佐(総括) 下 村 昌 彦

課長補佐 す ず き としあき

(技術担当) 鈴 木 利 亮

みつどめ よしふみ き む ら ま さ お

税 務 課 課 長 満 留 芳 文 課長補佐 木 村 昌 夫

こ だ ま よういち しろうず み や こ

市 町 村 課 課 長 児 玉 洋 一 課長補佐 白 水 都

あさいな あ き ら き む ら し ん ご

総務事務センター 課 長 朝 稲 晃 課長補佐(総括) 木 村 新 吾

課長補佐 かわぐち ち づ

(福利厚生担当) 川 口 千 鶴

局長兼 ま つ の よしなお すぎもと た つ や

危 機 管 理 課 課 長 松 野 義 直 課長補佐 杉 本 達 哉

て ら だ けんいち まつもと としろう

消 防 保 安 課 課 長 寺 田 健 一 課長補佐 松 本 俊 郎

た ば し きよたか

県議会担当 総務課 主幹（総務担当） 田 端 清 貴
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Ⅱ 総 務 部 の 組 織

総 務 課 県税・総務事務所(7)

人 事 課 自治学院

行政改革推進室

財 政 課

総 務 部

財産総合管理課

税 務 課

市 町 村 課 西臼杵支庁

総務事務センター

危 機 管 理 課

危 機 管 理 局

消 防 保 安 課 防災救急航空センター

消防学校
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（１）本 庁

総 務 部 長
総務課長 課長補佐 総務担当

文書・情報公開担当
法制担当

課長補佐 管理・公務災害担当
総務部次長 人事課長 （総括） 人事担当

課長補佐 給与担当
（総務・市町村担当） （労務担当） 人給システム担当

行政改革推進室長 組織・コンプライアンス担当
改革推進担当

市町村課長 課長補佐 行政担当
財政・地方債担当
税政・交付税担当
選挙担当

課長補佐 総務企画担当
総務事務 （総括） 給与支給管理担当
センター課長 課長補佐 給与支給第一担当

（福利厚生担当） 給与支給第二担当
旅費支給担当
厚生・年金担当
共済担当
健康管理担当

財政課長 課長補佐 財政調整担当
財政企画担当
予算査定担当

課長補佐 計画調整担当
総務部次長 財産総合 （総括） 財産活用担当

管理課長 課長補佐 庁舎管理担当
（財務担当） （技術担当） 庁舎保全担当

税務課長 課長補佐 企画管理担当
課税担当
税務電算担当
地方税徴収対策担当

危機管理統括監
局長兼 総務担当
危機管理課長 課長補佐 危機管理担当

防災企画担当
南海トラフ・大規模

危機管理局長 災害対策担当
(兼危機管理課長)

消防担当
消防保安課長 課長補佐 通信管理担当

産業保安担当
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（２）出先機関

管理課

宮崎県税・総務事務所 納税第一課

納税第二課

課税第一課

課税第二課

課税第三課

納税管理課

日南県税・総務事務所 課税課

総務商工センター

管理課

都城県税・総務事務所 納税課

課税課

総務商工センター

納税管理課

小林県税・総務事務所 課税課

総務事務センター

納税管理課

高鍋県税・総務事務所 課税課

総務事務センター

納税管理課

日向県税・総務事務所 課税課

総務事務センター

管理課

延岡県税・総務事務所 納税課

課税課

総務商工センター

自 治 学 院

総務課

西 臼 杵 支 庁 福祉課

農政水産課

地域農業支援課

林務課

土木課

防災救急航空センター

消 防 学 校
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Ⅲ 総務部の主な分掌事務と職員数

課 室 名 職員数 分 掌 事 務

名 １ 文書管理、浄書印刷に関すること。
２ 情報公開、個人情報保護に係る企画及び総合調整に関する

総 務 課 １５ こと。
３ 条例・規則等の審査、県公報に関すること。

１ 職員の人事給与に関すること。
人 事 課 ３４ ２ 地方公務員の災害補償に関すること。

１ 行政事務の管理改善に関すること。
行 政 改 革 (１０) ２ 行政組織及び職員の定数に関すること。
推 進 室 ３ 職員の研修に関すること。

１ 県議会に関すること。
財 政 課 ２５ ２ 県の予算に関すること。

１ 公共施設等総合管理計画に関すること。
財 産 総 合 １９ ２ 県有財産の管理の総合調整に関すること。
管 理 課 ３ 庁舎、職員宿舎等の管理に関すること。

税 務 課 １９ １ 県税に関すること。

１ 市町村その他公共団体の行財政の運営に関すること。
市 町 村 課 ３３ ２ 市町村の起債及び交付税に関すること。

３ 選挙管理委員会に関すること。

１ 本庁各課等の総務事務の総合調整及び処理に関すること。
総務事務 ４７ ２ 職員の福利厚生に関すること。
センター ３ 職員の安全衛生管理及び健康管理に関すること。

４ 地方職員共済組合及び恩給に関すること。

１ 危機管理の総合調整に関すること。
危機管理課 １７ ２ 防災行政の企画及び調整に関すること。

３ 南海トラフ地震対策に関すること。

１ 消防行政及び産業保安に関すること。
消防保安課 １４ ２ 防災行政無線の運営及び管理に関すること。

３ 防災救急航空センター及び消防学校に関すること。

※ 職員数 本庁 ２２３名、出先機関 ３０８名、合計 ５３１名
（県税・総務事務所 １９９名）
（自治学院 ７名）
（西臼杵支庁 ８４名）
（防災救急航空センター１０名）
（消防学校 ８名）
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Ⅳ　 総 務 部 各 課 の 予 算

 （１）　歳　入　の　部

　（一般会計）

令和４年度 令和３年度

当初予算額 当初予算額 金　　　額 比率

千円 千円 千円 ％

総 務 課 877 877 0 100.0

人 事 課 262,115 306,877 -44,762 85.4

一 財 政 課 244,401,621 256,161,151 -11,759,530 95.4

般 財産総合管理課 739,600 546,626 192,974 135.3

会 税 務 課 156,290,599 146,191,972 10,098,627 106.9

計 市 町 村 課 1,302,681 1,699,549 -396,868 76.6

総務事務センター 10,842 10,842 0 100.0

危 機 管 理 課 591,387 349,640 241,747 169.1

消 防 保 安 課 69,254 67,201 2,053 103.1

計 403,668,976 405,334,735 -1,665,759 99.6

  （公債管理特別会計）　

特別
会計

財 政 課 82,887,847 84,382,858 -1,495,011 98.2

　（一般会計＋特別会計）　

486,556,823 489,717,593 -3,160,770 99.4

　　     （単位：千円、％）

総務部　合計

会
計
名

対前年度比較
課　　名
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 （２）　歳　出　の　部

　（一般会計）

令和４年度 令和３年度

当初予算額 当初予算額 金　　　額 比率

千円 千円 千円 ％

総 務 課 318,969 313,215 5,754 101.8

人 事 課 5,706,424 5,030,619 675,805 113.4

一 財 政 課 83,012,665 83,664,387 -651,722 99.2

般 財産総合管理課 1,987,140 1,966,935 20,205 101.0

会 税 務 課 53,483,111 54,333,460 -850,349 98.4

計 市 町 村 課 2,828,525 2,294,883 533,642 123.3

総務事務センター 716,365 710,839 5,526 100.8

危 機 管 理 課 969,560 730,015 239,545 132.8

消 防 保 安 課 644,113 1,127,101 -482,988 57.1

計 149,666,872 150,171,454 -504,582 99.7

  （公債管理特別会計）　

特別
会計

財 政 課 82,887,847 84,382,858 -1,495,011 98.2

　（一般会計＋特別会計）　

232,554,719 234,554,312 -1,999,593 99.1

　　     （単位：千円、％）

会
計
名

総務部　合計

課　　名
対前年度比較
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Ⅴ 総務部各課の業務概要

総務課の業務概要

１ 課の分掌事務

（１）文書の収受、浄書、発送及び保存に関すること。

（２）公印に関すること。

（３）情報公開に係る企画及び総合調整に関すること。

（４）個人情報の保護に係る企画及び総合調整に関すること。

（５）県公報の発行に関すること。

（６）条例、規則、告示等の審査及び法令の解釈に関すること。

（７）審査請求その他の不服申立て及び訴訟の総合調整に関すること。

（８）公益法人等の監督に係る総合調整に関すること。

（９）部内各課の連絡調整に関すること。

（10）公文書開示審査会、個人情報保護審議会、公益認定等審議会及び行政不服審

査会に関すること。

（11）県税・総務事務所に関すること。

（12）部内各課の総務事務の処理に関すること（総務事務センターの主管に属する

ものを除く。）。

（13）他の部及び部内の事務で他課の主管に属さないこと。
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２　予  算  の  概  要

【一般会計】

（１）  歳  入  の  部

（単位：千円）

令和４年度 令和３年度

（款）

財 産 収 入 146 146
（款）

諸 収 入 731 731

計 877 877

（２）  歳  出  の  部

（単位：千円）

令和４年度 令和３年度

（目）

一 般 管 理 費 150,439 151,208
（目）

文 書 費 168,530 162,007

計 318,969 313,215

科　　目 備　　　考

科　　目 備　　　考

当初予算額

当初予算額

当初予算額

当初予算額
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３ 令和４年度 主要事業の概要

（単位：千円）

事 業 名 当初予算額 事 業 の 概 要

文書管理費 ５４，５７８ 文書の収受発送及び文書の管理を行う。

印刷等管理費 ４６，０２０ 庁内印刷業務の集中運営管理を行う。

情報公開推進費 ９，９５３ 情報公開・個人情報保護制度の運営及び県民

情報センターの運営を行う。

文書センター運営費 ３６，４８０ 公文書の適正な保管を行うとともに、歴史資

料文書等の保存整備を行う。

法制費 ８，９６２ 条例・規則等の審査を行うとともに、公益法

人制度の適正な運用を図る。

県公報発行費 １２，５３７ 条例・規則等について、一般への周知を図る

ため、宮崎県公報を発行する。
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人事課の業務概要

１ 課の分掌事務

（人事課）

（１）職員の進退、賞罰、身分及び服務に関すること。

（２）職員の給与、勤務時間その他の勤務条件に関すること。

（３）人事給与システムの運用及び管理に関すること。

（４）地方公務員の災害補償に関すること。

（５）特別職報酬等審議会、公務災害補償等認定委員会及び公務災害補償等審査会

に関すること。

（行政改革推進室）

（１）職員の研修計画及び調査研究に関すること。

（２）行政事務の管理改善に関すること。

（３）行政組織に関すること。

（４）各部及び各課等の分掌事務の決定に関すること。

（５）職員の定数に関すること。

（６）公の施設に関すること。

（７）自治学院に関すること。
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２　予  算  の  概  要

【一般会計】

（１）  歳  入  の  部

（単位：千円）

令和４年度 令和３年度

（款）

繰 入 金 2,316 11,469
（款）

諸 収 入 259,799 295,408

計 262,115 306,877

（２）  歳  出  の  部

（単位：千円）

令和４年度 令和３年度

（目）

一 般 管 理 費 1,438,469 1,489,028
（目）

人 事 管 理 費 4,141,952 3,541,591
（目）

企 画 総 務 費 126,003 0

計 5,706,424 5,030,619

科　　目 備　　　考

科　　目 備　　　考

当初予算額

当初予算額

当初予算額

当初予算額
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３ 令和４年度 主要事業の概要

（単位：千円）

事 業 名 当初予算額 事 業 の 概 要

人事調整費 ７９５，５３０ 人事給与管理の円滑な運営を期するため、職

員の再雇用や会計年度任用職員の雇用、赴任旅

費の支給等を行う。

行政管理費 ２，７０８ 行政組織・事務の管理改善を推進するととも

に、新たな行政需要や多様化する県民ニーズに

応えながら、必要な県民サービスを提供してい

くことができるよう行財政改革を積極的に推進

する。

人事給与費 ４，０６１，６８７ 退職勧奨、職員表彰、給与及び勤務条件につ

いての制度及び運用の改善を図るとともに、服

務規律の厳正を期し、人事給与全般にわたる適

正な管理運営を行う。

県職員研修費 ３１，３１９ 職務遂行に必要な知識、技能及び一般教養等

の資質の向上と職務能率の向上を図るととも

に、有能な人材を育成するため、研修内容の充

実と能力開発の強化を図る。

職員派遣研修費 ２８，６３１ 高度な専門的知識を有する中核職員を養成す

るため、自治大学校に派遣するとともに、急速

な国際化に対応しうる職員を養成するため、海

外に派遣し、国際感覚を修得させる。
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財政課の業務概要

１ 課の分掌事務

（１）県議会に関すること。

（２）県の予算その他の県財政に関すること。

（３）県の税外収入に関すること（他課及びかいの主管に属するものを除く。）。

（４）県の会計監督に関すること（会計課の主管に属するものを除く。）。

（５）指定金融機関等の契約に関すること。
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２　予  算  の  概  要

【一般会計】

（１）  歳  入  の  部

（単位：千円）

令和４年度 令和３年度

（款）

地 方 譲 与 税 20,228,000 13,019,000
（款）

地 方 特 例 交 付 金 651,000 596,000
（款）

地 方 交 付 税 184,979,000 188,206,000
（款）

交通安全対策特別交付金 499,000 419,000
（款）

国 庫 支 出 金 373 376
（款）

財 産 収 入 67,521 67,155
（款）

繰 入 金 25,597,046 21,431,610
（款）

諸 収 入 3,557,681 2,765,010
（款）

県 債 8,822,000 29,657,000

計 244,401,621 256,161,151

（２）  歳  出  の  部

（単位：千円）

令和４年度 令和３年度

（目）

一 般 管 理 費 2,044,531 2,059,265
（目）

財 政 管 理 費 5,899 5,805
（目）

財 産 管 理 費 844,192 1,067,155
（目）

元 金 76,471,780 75,731,807
（目）

利 子 3,470,785 4,611,408
（目）

公 債 諸 費 75,478 88,947
（目）

予 備 費 100,000 100,000

計 83,012,665 83,664,387

科　　目 備　　　考

科　　目 備　　　考

当初予算額

当初予算額

当初予算額

当初予算額
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【公債管理特別会計】

（１）  歳  入  の  部

（単位：千円）

令和４年度 令和３年度

（款）

繰 入 金 79,606,265 80,007,159

（款）

県 債 3,281,582 4,375,699

計 82,887,847 84,382,858

（２）  歳  出  の  部

（単位：千円）

令和４年度 令和３年度

（目）

積 立 金 2,977,000 2,310,400

（目）

元 金 76,437,365 77,458,109

（目）

利 子 3,470,785 4,611,408

（目）

公 債 諸 費 2,697 2,941

計 82,887,847 84,382,858

【一般会計＋公債管理特別会計】

（１）  歳  入  の  部
（単位：千円）

令和４年度 令和３年度

合　　計 327,289,468 340,544,009

（２）  歳  出  の  部
（単位：千円）

令和４年度 令和３年度

合　　計 165,900,512 168,047,245

科　　目 備　　　考

科　　目 備　　　考
当初予算額

当初予算額 当初予算額

当初予算額

科　　目 備　　　考
当初予算額

科　　目 備　　　考
当初予算額

当初予算額

当初予算額
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財産総合管理課の業務概要

１ 課の分掌事務

（１）公共施設等総合管理計画に関すること。

（２）公有財産（公の施設を除く。）の管理の総合調整に関すること。

（３）普通財産の取得及び処分に関すること。

（４）庁舎等の管理及び保全に関すること。

（５）職員宿舎の管理及び保全に関すること。

（６）宮崎県東京ビルに関すること。
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２　予  算  の  概  要

【一般会計】

（１）  歳  入  の  部

（単位：千円）

令和4年度 令和3年度

（款）

使 用 料 及 び 手 数 料 9,057 9,057
（款）

財 産 収 入 212,904 202,130
（款）

繰 入 金 317,200 0
（款）

諸 収 入 6,839 6,839
（款）

県 債 193,600 328,600

計 739,600 546,626

（２）  歳  出  の  部

（単位：千円）

令和4年度 令和3年度

（目）

一 般 管 理 費 147,605 193,673
（目）

財 産 管 理 費 1,746,835 1,680,562
（目）

県 有 施 設 災 害 復 旧 費 92,700 92,700

.

計 1,987,140 1,966,935

科　　目 備　　　考

科　　目 備　　　考

当初予算額

当初予算額

当初予算額

当初予算額
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３ 令和４年度 主要事業の概要

（単位：千円）

事 業 名 当初予算額 事 業 の 概 要

庁舎公舎等管理費 ５７５，８０７ 本庁舎、総合庁舎等及び職員宿舎の維持管理

を行う。

（本庁舎１１、総合庁舎１０、合同庁舎３、職

員宿舎４９９戸）

庁舎公舎等保全費 ４９１，４９２ 庁舎公舎等の維持管理を図り、職場環境を向

上させる整備改修を行うとともに、県有施設の

適正な管理に努める。

電気機械管理費 ３５５，６２８ 本庁舎及び総合庁舎等の電気・機械設備の維

持管理を行う。

東京ビル運営費 ５０，１０５ 東京ビルの運営及び維持管理等を行う。

公有財産管理費 ２４５，５６７ 公有財産の管理、運用、処分等の事務を行う。

県有施設災害復旧費 ９２，７００ 災害により被害を受けた庁舎・公舎・宿舎等

の災害復旧を行う。
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税務課の業務概要

１ 課の分掌事務

（１）県税に係る総合企画及び指導に関すること。

（２）県税に係る徴収金の収入企画に関すること。

（３）県税に係る電算事務その他県税事務の能率化に関すること。

（４）固定資産税に係る大規模償却資産の指定及び価格等の決定に関すること。

（５）県税の課税地の指定及び分割法人に係る申告納付事務所の指定に関すること。

（６）県税の過料の賦課に関すること。

（７）県税に係る犯則の取締りに関すること。

（８）県税に係る徴収金に関する処分に係る不服申立てに関すること。

（９）県税に係る統計及び広報に関すること。

（10）納税貯蓄組合に関すること。

（11）税理士に関すること。
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２　予  算  の  概  要

【一般会計】

（１）  歳  入  の  部

（単位：千円）

令和４年度 令和３年度

（款）

県 税 104,840,000 95,480,000
（款）

地 方 消 費 税 清 算 金 51,137,566 50,399,518
（款）

使 用 料 及 び 手 数 料 4,640 5,760
（款）

国 庫 支 出 金 0 0
（款）

寄 附 金 0 0
（款）

諸 収 入 308,393 306,694

計 156,290,599 146,191,972

（２）  歳  出  の  部

（単位：千円）

令和４年度 令和３年度

（目）

税 務 総 務 費 2,715,058 2,722,312
（目）

賦 課 徴 収 費 2,586,617 2,398,110
（目）

地 方 消 費 税 清 算 金 19,557,810 21,513,553
（目）

利 子 割 交 付 金 54,908 58,054
（目）

配 当 割 交 付 金 266,789 217,141
（目）

株式等譲渡所得割交付金 249,696 287,638
（目）

地 方 消 費 税 交 付 金 25,654,557 25,295,249
（目）

ゴルフ場利用税交付金 259,449 259,491
（目）

自 動 車 取 得 税 交 付 金 100 100
（目）

利 子 割 精 算 金 10 10

（目）

環 境 性 能 割 交 付 金 403,255 337,563

（目）

法 人 事 業 税 交 付 金 1,734,862 1,244,239

計 53,483,111 54,333,460

科　　目 備　　　考

科　　目 備　　　考

当初予算額

当初予算額

当初予算額

当初予算額
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３ 令和４年度 主要事業の概要
（単位：千円）

事 業 名 当初予算額 事 業 の 概 要

諸費 １，５００，０００ 税の還付等に要する経費

賦課徴収費 ２，５８６，６１７ １ 徴税活動に要する経費
(1) 徴税活動経費
(2) 個人県民税徴収取扱費交付金
(3) 地方消費税徴収取扱費交付金
(4) 県税コンビニ収納事業
(5) インターネット公売事業
(6) 自動車税種別割クレジットカード収納

事業

２ 自主納税の推進に要する経費
(1) 租税教育・納税広報経費
(2) 各種団体との協力体制推進費
(3) 軽油引取税徴収取扱報償金

３ 管理機能の充実に要する経費
(1) 職員研修費
(2) 地方税共同機構にかかる経費
(3) 税務電算トータルシステム運営費

地方消費税清算金 １９，５５７，８１０ 地方消費税にかかる各都道府県との清算金

配当割交付金 ２６６，７８９ 県民税配当割の５９．４％の額を市町村に対
して交付する法定交付金

株式等譲渡所得割交 ２４９，６９６ 県民税株式等譲渡所得割の５９．４％の額を
付金 市町村に対して交付する法定交付金

地方消費税交付金 ２５，６５４，５５７ 地方消費税相当額の５０％の額を市町村に対
して交付する法定交付金

ゴルフ場利用税交付 ２５９，４４９ ゴルフ場利用税の７０％の額をゴルフ場所在
金 の市町村に対して交付する法定交付金

環境性能割交付金 ４０３，２５５ 自動車税環境性能割の４０．８５％の額を市
町村に対して交付する法定交付金

法人事業税交付金 １，７３４，８６２ 法人事業税の７．７％の額を市町村に対して
交付する法定交付金
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市町村課の業務概要

１ 課の分掌事務

（１）市町村その他公共団体の行財政の運営に関すること。

（２）市町村の起債及び交付税に関すること。

（３）行政書士に関すること。

（４）選挙管理委員会に関すること。

（５）広域行政に関すること。

（６）固定資産評価審議会に関すること。

（７）西臼杵支庁に関すること。
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２　予  算  の  概  要

【一般会計】

（１）  歳  入  の  部

（単位：千円）

令和４年度 令和３年度

（款）

使 用 料 及 び 手 数 料 150 150
（款）

国 庫 支 出 金 653,899 880,030
（款）

繰 入 金 1,000 1,000
（款）

諸 収 入 647,632 818,369

計 1,302,681 1,699,549

（２）  歳  出  の  部

（単位：千円）

令和４年度 令和３年度

（目）

支 庁 費 850 918
（目）

企 画 総 務 費 91,652 76,285
（目）

市 町 村 連 絡 調 整 費 285,857 303,451
（目）

自 治 振 興 費 1,005,388 995,398
（目）

選 挙 管 理 委 員 会 費 36,856 35,304
（目）

選 挙 啓 発 費 25,710 12,213
（目）

参 議 院 議 員 選 挙 費 643,771 0
（目）

知 事 選 挙 費 541,841 0
（目）

県 議 会 議 員 選 挙 費 196,600 0
（目）

衆 議 院 議 員 選 挙 費 0 871,314

計 2,828,525 2,294,883

科　　目 備　　　考

科　　目 備　　　考

当初予算額

当初予算額

当初予算額

当初予算額
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３ 令和４年度 主要事業の概要

（単位：千円）

事 業 名 当初予算額 事 業 の 概 要

市町村権限移譲推進 ９１，６５２ 権限移譲により、市町村が行うこととなった

事業 事務処理に必要な経費について交付金を交付す

る。

住民基本台帳ネット ６５，６７４ 情報化社会に対応した住民サービスの向上を

ワークシステム事業 図るため、全国でネットワーク化された住民基

本台帳ネットワークシステムの運用を行う。

市町村振興宝くじ事 ５０５，２１２ 市町村振興宝くじ（サマージャンボ・ハロウ

業 ィンジャンボ宝くじ）の収益金等を公益財団法

人宮崎県市町村振興協会に交付する。

参議院議員選挙執行 ６４３，７７１ 参議院議員選挙について、市町村選挙管理委

費 員会と連携し選挙の管理執行を行う。
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総務事務センターの業務概要

１ 課の分掌事務

（１）本庁各課等の総務事務の総合調整及び処理に関すること。

（２）宮崎県税・総務事務所、中部農林振興局及び宮崎土木事務所の総務事務の処

理に関すること。

（３）総務事務の効率化に関すること。

（４）総務事務の助言及び相談に関すること。

（５）職員の福利厚生に関すること。

（６）職員の安全衛生管理に関すること。

（７）職員の健康管理に関すること。

（８）職員の児童手当に関すること。

（９）恩給に関すること。

（10）地方職員共済組合及び職員互助会に関すること。

(11) 職員健康プラザに関すること。
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２　予  算  の  概  要

【一般会計】

（１）  歳  入  の  部

（単位：千円）

令和４年度 令和３年度

（款）

寄 附 金 10,650 10,650
（款）

財 産 収 入 192 192

計 10,842 10,842

（２）  歳  出  の  部

（単位：千円）

令和４年度 令和３年度

（目）

一 般 管 理 費 556,264 550,560
（目）

人 事 管 理 費 118,663 110,706
（目）

恩給及び退職年金費
（ 総 務 費 ）

3,198 3,503

（目）

恩給及び退職年金費
（ 警 察 費 ）

38,240 46,070

計 716,365 710,839

科　　目 備　　　考

科　　目 備　　　考

当初予算額

当初予算額

当初予算額

当初予算額
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３ 令和４年度 主要事業の概要
（単位：千円）

事 業 名 当初予算額 事 業 の 概 要

総務事務センター ２３，５３１ 本庁及び出先機関の総務事務の効率的な事務

運営費 執行を図る。

・本庁及び出先の総務事務（商工）センター

の運営費

・給与計算処理に係る経費

・人事給与オンラインシステム運営管理

健康管理費 ９１，０９０ 労働安全衛生法等に基づき、職場における職

員の安全と健康の確保を図り、公務能率の増進

に資するため､安全衛生管理事業を行う｡

・安全衛生管理の推進

・各種健康診断及び保健指導の実施

・職員の心の健康づくりの推進

職員厚生費 ２７，３９６ 地方公務員法等に基づき厚生計画を策定し、

職員の健康保持増進に資するため、福利厚生事

業を行う。

・各種ｽﾎﾟｰﾂ･ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝの実施

・職員健康プラザの管理運営

・職員厚生誌「県庁ひろば」の発行

恩給及び退職年金 ４１，４３８ 恩給法、退職年金及び退職一時金に関する条

費 例に基づき、恩給及び年金の裁定、改定、支給

を行う。

・元知事部局職員 ３名

・元警察職員 ４０名
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危機管理課の業務概要

１ 課の分掌事務

（１）危機管理の総合調整に関すること。

（２）防災行政の企画及び調整に関すること。

（３）南海トラフ地震対策に関すること

（４）災害対応に関すること。

（５）総合防災訓練等の実施に関すること。

（６）市町村の防災の指導に関すること。

（７）国民保護に関すること。

（８）防災会議に関すること。

（９）自衛官の募集に関すること。
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２　予  算  の  概  要

【一般会計】

（１）  歳  入  の  部

（単位：千円）

令和４年度 令和３年度

（款）

使 用 料 及 び 手 数 料 33,277 33,260
（款）

国 庫 支 出 金 183,234 54,105
（款）

財 産 収 入 724 978
（款）

繰 入 金 292,452 258,597
（款）

諸 収 入 4,900 0
（款）

県 債 76,800 2,700

計 591,387 349,640

（２）  歳  出  の  部

（単位：千円）

令和４年度 令和３年度

（目）

諸 費 320 320
（目）

防 災 総 務 費 591,076 536,276
（目）

消 防 連 絡 調 整 費 0 1,423
（目）

救 助 費 378,164 191,996

計 969,560 730,015

科　　目 備　　　考

科　　目 備　　　考

当初予算額

当初予算額

当初予算額

当初予算額
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３ 令和４年度 主要事業の概要

（単位：千円）

事 業 名 当初予算額 事 業 の 概 要

防災対策事業 ２３１，８２３ 自助・共助・公助で命を守ろう！防災力強化事

業 ３６，２３４千円

激甚化・頻発化する風水害や南海トラフ地震

等の自然災害から県民の命を守るために必要な

３つの要素「自助」「共助」「公助」を強化し、

災害における被害の軽減と早期復旧を図る。

大規模災害に備えた減災・応急体制強化支援事

業 １８，７５１千円

南海トラフ地震等から県民の生命を守る

ため、市町村が行う避難場所や避難経路等

の整備に要する経費等の支援に加え、受援計

画に位置づけられた拠点の運営に必要な資機材

等の整備に対して支援を行う。

○新災害対応車両整備事業

５２，５９８千円

大規模災害発生時における災害対応車両の運

行を確保するため、ガソリンより入手しやすく、

運搬や保管がしやすい軽油を燃料とするディー

ゼル車両を導入する。

○新防災情報システムのデジタル強靱化事業

２４，１０７千円

災害対応時に情報共有するシステムの強靱化

を図るため、防災情報共有システムの機能や通

信回線を強化するとともに、市町村の防災シス

テムとのデータ連携機能を構築し、将来の防災

情報システムの多様化に備える。
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消防保安課の業務概要

１ 課の分掌事務

（１）消防行政の企画及び総合調整に関すること。

（２）市町村の消防の指導に関すること。

（３）危険物に関すること。

（４）防災行政無線の運営及び管理に関すること。

（５）防災情報システムの運営及び管理に関すること。

（６）火薬類、猟銃等に関すること。

（７）高圧ガス及び液化石油ガスに関すること。

（８）電気工事士及び電気工事業に関すること。

（９）防災救急航空センターに関すること。

（10）消防学校に関すること。
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２　予  算  の  概  要

【一般会計】

（１）  歳  入  の  部

（単位：千円）

令和４年度 令和３年度

（款）

分 担 金 及 び 負 担 金 2,407 2,407
（款）

国 庫 支 出 金 9,458 0
（款）

繰 入 金 34,789 48,994
（款）

県 債 22,600 15,800

計 69,254 67,201

（２）  歳  出  の  部

（単位：千円）

令和４年度 令和３年度

（目）

防 災 総 務 費 527,381 1,018,374
（目）

消 防 連 絡 調 整 費 101,748 104,011
（目）

鉄砲火薬ガス等取締費 14,984 4,716

計 644,113 1,127,101

科　　目 備　　　考

科　　目 備　　　考

当初予算額

当初予算額

当初予算額

当初予算額
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３ 令和４年度 主要事業の概要

（単位：千円）

事 業 名 当初予算額 事 業 の 概 要

防災行政無線管理事 ２５５，１３３ 非常災害時における通信体制を確保するた

業 め、総合防災情報ネットワークを適正かつ安定

的に管理運営するとともに、老朽化設備の更新

など計画的な保全を行う。

みやざき消防力強化 ３４，６５０ 市町村の防災力強化のため、消防団の装備の

・支援事業 基準に定められた資機材や大規模災害に備えた

資機材等の整備を支援する。

航空消防防災管理 ２３７，５９８ 山岳・海難事故者の救助、救急患者の搬送、

運営事業 林野火災の消火活動等を行う防災救急ヘリコプ

ターを適正に管理運営し、航空消防防災体制の

充実を図る。

○新防災救急ヘリコプター機体更新調査事業

１，２９５千円

現在、運航している防災救急ヘリコプター「あ

おぞら」が導入後１７年を経過し、更新が必要

となることから、後継機に求められる能力等に

ついて検討を行う。

○新 電気工事士免状 １０，３１２ 電気工事士免状交付申請を電子化し、インタ

交付管理システム構 ーネットを通じて申請できるシステムを構築す

築事業 るとともに、一連の交付事務をシステム化する。
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